
（１）

金 額科 目金 額科 目

４，９０７，５９３
３７２，４６０
１７，５９０
１，７６０
３１３
１２０

３４，３５０
３，５７６
７７８

２９，９９５
４３，４７６
１９５
６５５

３３，５５２
５，４１２，０６９

２４，６５８
７，８４３
７，８３５

８
２７４，８７９
２４，６５８
２５０，２２０

８４３
２４２，５０５
６，８７２

△　　２，１２５
３０５，２５６
２３，１０３

△　　　５８０
２２，５２２

３６
３２７，８１６

（負　債　の　部）
預 金
譲 渡 性 預 金
コ ー ル マ ネ ー
債券貸借取引受入担保金
借 用 金
外 国 為 替
そ の 他 負 債
未 払 法 人 税 等
リ ー ス 債 務
そ の 他 の 負 債

退 職 給 付 引 当 金
睡眠預金払戻損失引当金
偶 発 損 失 引 当 金
支 払 承 諾
負 債 の 部 合 計
（純　資　産　の　部）
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
その他資本剰余金

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金
固定資産圧縮積立金
別 途 積 立 金
繰越利益剰余金

自 己 株 式
株 主 資 本 合 計
その他有価証券評価差額金
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益
評価・換算差額等合計
新 株 予 約 権
純 資 産 の 部 合 計

１８３，９４８

９２，９９２

１７，３４５

３５，３１４

４１，８１０

１，７７８，６４２

３，５１４，９１３

１，４６９

１７，６９４

４０，１６８

３７４

３４，３８８

３３，５５２

△　５２，７３０

（資　産　の　部）

現 金 預 け 金

コ ー ル ロ ー ン

買 入 金 銭 債 権

商 品 有 価 証 券

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

貸 出 金

外 国 為 替

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

５，７３９，８８５負債及び純資産の部合計５，７３９，８８５資 産 の 部 合 計

中間貸借対照表（平成２１年９月３０日現在）
（単位：百万円）

株式会社�

仙台市青葉区中央三丁目３番２０号�

取締役頭取�鎌　田　　宏�

第 １２６ 期　中 間 決 算 公 告

平成２１年１２月２４日



金 額科 目

５４，１４３　経 常 収 益

４１，０４２　資 金 運 用 収 益
（　　３０，４９５）（う ち 貸 出 金 利 息）
（　　１０，３２０）（うち有価証券利息配当金）

７，８７５　役 務 取 引 等 収 益
２，４８８　そ の 他 業 務 収 益
２，７３６　そ の 他 経 常 収 益

４７，２３６　経 常 費 用

４，９０７　資 金 調 達 費 用
（　　　３，９６０）（う ち 預 金 利 息）

２，９５１　役 務 取 引 等 費 用
３，６９９　そ の 他 業 務 費 用
３０，６５２　営 業 経 費
５，０２５　そ の 他 経 常 費 用

６，９０７　経 常 利 益

４１　特 別 利 益

２９１　特 別 損 失

６，６５７　税 引 前 中 間 純 利 益

　３，５７２　法人税、住民税及び事業税

　△　　１，０２５　法 人 税 等 調 整 額

２，５４６　法 人 税 等 合 計

４，１１０　中 間 純 利 益

（単位：百万円）

中間損益計算書（　　　　　　　　　　）平成２１年４月１日から
平成２１年９月３０日まで
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個 別 注 記 表

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項
１．商品有価証券の評価基準及び評価方法
　商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。
２．有価証券の評価基準及び評価方法
　（１）　有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・
子法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては中
間決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価のないものについては
移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。
　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。
　　金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、運用目的の金銭の信託については時（２）
価法、その他の金銭の信託については上記　のうちのその他有価証券と同じ方法により行っております。（１）

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
　デリバティブ取引の評価は、原則として時価法により行っております。
４．固定資産の減価償却の方法
　（１）　有形固定資産（リース資産を除く）
　有形固定資産は、定率法を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。
　また、主な耐用年数は次のとおりであります。
建　　　物　　　５年～３１年
そ　の　他　　　４年～２０年

　（２）　無形固定資産（リース資産を除く）
　無形固定資産は、定額法により償却しております。
　　リース資産（３）
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リース期間を耐
用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

５．引当金の計上基準
　　貸倒引当金（１）
　貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
　破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者に係る債権及びそれと同等の状況に
ある債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額
を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る
可能性が大きいと認められる債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保
証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める
額を計上しております。上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸
倒実績率等に基づき計上しております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独
立した資産自己査定監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行って
おります。
　　退職給付引当金（２）
　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中
間期末において発生していると認められる額を計上しております。
　なお、数理計算上の差異の費用処理方法は次のとおりであります。
数理計算上の差異　各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による定額法

により按分した額を、それぞれ発生の翌期から費用処理
　　睡眠預金払戻損失引当金（３）
　負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発
生する損失を見積もり、必要と認める額を計上しております。
　　偶発損失引当金（４）
　信用保証協会との責任共有制度にかかる将来の負担金の支払に備えるため、対象債権に対する代位弁
済の実績率を合理的に見積もり、必要と認める額を計上しております。



６．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建の資産・負債については、中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。
７．リース取引の処理方法
　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成２０年４月１日前に開始する事
業年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。
８．ヘッジ会計の方法
　　金利リスク・ヘッジ（１）
　金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、原則として繰延ヘッジによって
おります。ヘッジ取引は、個別ヘッジのほか、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及
び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２４号）に基づき処理しております。ヘ
ッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出
金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の（残存）期間毎にグルーピングのうえ特定し評価
しております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金
利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をしております。
　このほか、ヘッジ会計の要件を充たしており、かつ想定元本、利息の受払条件及び契約期間が対象資
産とほぼ同一である金利スワップ等については、金利スワップの特例処理を行っております。
　　為替変動リスク・ヘッジ（２）
　外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨
建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第
２５号）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権
債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う為替スワップ取引をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である
外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによ
りヘッジの有効性を評価しております。

９．消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税（以下、「消費税等」という。）の会計処理は、税抜方式によっております。ただ
し、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当中間期の費用に計上しております。

追加情報
（役員退職慰労引当金）
　当行は、平成２１年５月１５日開催の取締役会において、平成２１年６月２６日開催の定時株主総会終結の時をも
って役員退職慰労金制度を廃止することを決議し、同株主総会で退職慰労金の打ち切り支給案が承認されま
した。これに伴い、「役員退職慰労引当金」を全額取崩し、打ち切り支給額　８５２百万円については、各人の役
員退任以降に支給する予定であることから、「その他負債」中の「その他の負債」に計上しております。

注記事項
（中間貸借対照表関係）
１．関係会社の株式総額　　　　　　　　　　　９２　百万円
２．貸出金のうち、破綻先債権額は４，５７５百万円、延滞債権額は９２，３４９百万円であります。
　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元
本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行
った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）
第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であ
ります。
　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図
ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。
３．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は１，３５８百万円であります。
　なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している
貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。
４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は２５，３５２百万円であります。
　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息
の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、
延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。
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５．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は１２３，６３５百万円で
あります。
　なお、上記２．から５．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
６．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会
計士協会業種別監査委員会報告第２４号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れ
た商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりま
すが、その額面金額は１５，４７４百万円であります。

７．担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
有価証券　　　　　　　　　　　　１２１，９５７　百万円
その他資産　　　　　　　　　　　　　１４１　百万円
担保資産に対応する債務
預金　　　　　　　　　　　　　　　３１，３９２　百万円
債券貸借取引受入担保金　　　　　　１，７６０　百万円

　上記のほか、為替決済取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券１３８，５７４百万円を差
し入れております。
　なお、その他資産のうち保証金は６５百万円であります。

８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場
合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する
契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、１，３８０，５２０百万円であります。このうち原契約期
間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが　１，３６４，４１１百万円あります。
　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが
必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、
金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒
絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要
に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき
顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。
９．有形固定資産の減価償却累計額　　　　７０，５０５　百万円
１０．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する当行
の保証債務の額は１３，５４８百万円であります。

１１．１株当たりの純資産額　　　　　８６４　円　１６　銭
１２．銀行法施行規則第１９条の２第１項第３号ロ（１０）に規定する単体自己資本比率（国内基準）１２．８４％

（中間損益計算書関係）
１．「その他経常費用」には、貸倒引当金繰入額　３，４９４百万円、債権売却損　７７４百万円及び株式等償却　３９６百
万円を含んでおります。
２．１株当たり中間純利益金額　　　　１０　円　８３　銭
３．当中間期において、宮城県内の営業用店舗４か所及び遊休資産１か所並びに宮城県外の営業用店舗２か
所について減損損失を計上しております。
　当行は、減損損失の算定にあたり、原則として、営業用店舗については継続的に収支の把握を行ってい
る個別営業店単位で、遊休又は処分予定資産については各資産単位で、グルーピングしております。減損
損失を計上した資産グループは、営業キャッシュ・フローの低下及び継続的な地価の下落等により、割引
前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額に満たないことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、
当該減少額　２５７百万円（土地　１７５百万円、建物５９百万円、リース資産１３百万円、その他の有形固定資産等
８百万円）を減損損失として特別損失に計上しております。
　なお、回収可能価額は、正味売却価額と使用価値のいずれか高い方としており、正味売却価額による場
合は不動産鑑定評価基準等に基づき、使用価値による場合は将来キャッシュ・フローを３．６％で割り引いて、
それぞれ算定しております。



合計

　国債

　地方債

　社債

その他

株式

債券

取得原価
（百万円） （百万円）

中間貸借対照表計上額
（百万円）
評価差額

９６，１９２

１，４４４，２８５

７９８，７５１

１０７，４０５

５３８，１２８

２２１，０８９

１，７６１，５６７

６５，０５５

１，４１４，７２８

７８１，４０５

１０５，２９１

５２８，０３１

２４３，５０５

１，７２３，２９０

３１，１３６

２９，５５６

１７，３４５

２，１１４

１０，０９６

△　　２２，４１６

３８，２７７

正常先

要注意先

時価が取得原価に比べて５０％以上下落または、時価が取得
原価に比べて３０％以上５０％未満下落したもので、過去１か
月間の時価の平均が取得原価に比べて５０％（一定以上の信
用リスクを有すると認められるものは３０％）以上下落

時価が取得原価に比べて３０％以上下落

時価が取得原価に比べて下落破綻先、実質破綻先、破綻懸念先

（有価証券関係）
　中間貸借対照表の「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中のその他買入金銭債権が含まれております。
１．その他有価証券で時価のあるもの（平成２１年９月３０日現在）

（注）１．中間貸借対照表計上額は、当中間期末日における市場価格等に基づく時価により計上したもの
であります。

（追加情報）
　その他有価証券のうち変動利付国債は、「金融資産の時価の算定に関する実務上の取扱い」（企
業会計基準委員会実務対応報告第２５号平成２０年１０月２８日）を踏まえ、市場価格を時価とみなせな
いと当行が判断する基準により、当中間期末においては合理的な見積りに基づき算定された価額
により評価しております。
　これにより、市場価格に基づく価額により評価した場合に比べ、有価証券は１８，９９０百万円、そ
の他有価証券評価差額金は１１，２８０百万円それぞれ増加し、繰延税金資産は７，７０９百万円減少してお
ります。
　変動利付国債の合理的な見積りに基づき算定された価額は、国債の利回り及び金利スワップシ
ョンのボラティリティ等から見積った将来キャッシュ・フローを、同利回りに基づく割引率を用
いて割り引くことにより算定しており、国債の利回り及び金利スワップションのボラティリティ
が主な価格決定変数であります。

２．その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落
しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価
をもって中間貸借対照表価額とするとともに、評価差額を当中間期の損失として処理（以下、
「減損処理」という。）しております。
　当中間期における減損処理額は３６８百万円（うち、株式３６８百万円）であります。
　また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、資産の自己査定基準において、有
価証券の発行会社等の区分毎に次のとおり定めております。

　なお、要注意先とは今後管理に注意を要する債務者、正常先とは破綻先、実質破綻先、破綻懸
念先及び要注意先以外の債務者であります。



（７）

内　　容 金　　額（百万円）

満期保有目的の債券
　貸付債権信託受益権

子会社・子法人等株式
　子会社・子法人等株式

その他有価証券
　非上場株式
　公募債以外の内国非上場債券
　投資事業組合出資金

８４３

９２

３，２０２
１３，５４８
２３１

（百万円） （百万円） （百万円）
取得原価 中間貸借対照表計上額 評価差額

２２，４７８ ２１，４４３ △１，０３４

破綻先、実質破綻先、破綻懸念先

要注意先

正常先

時価が取得原価に比べて５０％以上下落または、時価が取得
原価に比べて３０％以上５０％未満下落したもので、過去１か
月間の時価の平均が取得原価に比べて５０％（一定以上の信
用リスクを有すると認められるものは３０％）以上下落

時価が取得原価に比べて３０％以上下落

時価が取得原価に比べて下落

その他の金銭の信託

（追加情報）
　その他有価証券のうち時価のあるものについて、従来は、時価が５０％以上下落した銘柄につい
てはすべて、それ以外で、時価が３０％以上下落した銘柄については、過去の一定期間の下落率を
勘案し、価格回復の可能性の認められないものについて減損処理を行っておりましたが、当中間
期より、発行会社等の信用リスクを加味した、より合理的な総合判断に基づいて減損処理を行う
ため、上記基準に変更しております。
　これにより、従来の方法に比べ、減損処理額は７０２百万円（うち、株式２５９百万円、その他４４３百
万円）減少しております。

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間貸借対照表計上額（平成２１年９月３０日現在）

（金銭の信託関係）
その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成２１年９月３０日現在）

（注）１．中間貸借対照表計上額は、当中間期末日における市場価格等に基づく時価により計上したもの
であります。
２．その他の金銭の信託の信託財産を構成している有価証券で時価があるもののうち、当該有価証
券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると
認められないものについては、当該時価をもって中間貸借対照表価額とするとともに、評価差額
を当中間期の損失として減損処理しております。
　当中間期における減損処理額は８０百万円であります。
　また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、資産の自己査定基準において、有
価証券の発行会社等の区分毎に次のとおり定めております。

　なお、要注意先とは今後管理に注意を要する債務者、正常先とは破綻先、実質破綻先、破綻懸
念先及び要注意先以外の債務者であります。

（追加情報）
　その他の金銭の信託の信託財産を構成している有価証券で時価があるものについて、従来は、
時価が５０％以上下落した銘柄についてはすべて、それ以外で、時価が３０％以上下落した銘柄につ



いては、過去の一定期間の下落率を勘案し、価格回復の可能性の認められないものについて減損
処理を行っておりましたが、当中間期より、発行会社等の信用リスクを加味した、より合理的な
総合判断に基づいて減損処理を行うため、上記基準に変更しております。
　これにより、従来の方法に比べ、減損処理額は６０２百万円減少しております。

（税効果会計関係）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。

繰延税金資産
貸倒引当金　　　　　　　　　　　　２０，４１０　百万円
退職給付引当金　　　　　　　　　　１７，５７９
減価償却　　　　　　　　　　　　　７，９７４
有価証券償却　　　　　　　　　　　２，２４７
その他　　　　　　　　　　　　　　４，２４７

繰延税金資産小計　　　　　　　　　　５２，４５９
評価性引当額　　　　　　　　　　△　３，３５９
繰延税金資産合計　　　　　　　　　　４９，０９９

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金　　　△　１４，１３９
固定資産圧縮積立金　　　　　　△　　５７２
繰延税金負債合計　　　　　　　　△　１４，７１１
繰延税金資産の純額　　　　　　　　　３４，３８８　百万円



（９）

金 額科 目金 額科 目

４，９０5，３８０

３７２，２６０

１７，５９０

１，７６０

１４，８０６

１２０

４６，０７６

４３，９２２

５８

１９５

６５５

３３，５５２

５，４３６，３７９

２４，６５８

７，８４３

２７６，００３

△　　２，０９９

３０６，４０６

２３，１０５

△　　　５８０

２２，５２４

３６

８，４９５

３３７，４６３

（負　債　の　部）

預 金

譲 渡 性 預 金

コールマネー及び売渡手形

債券貸借取引受入担保金

借 用 金

外 国 為 替

そ の 他 負 債

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

睡眠預金払戻損失引当金

偶 発 損 失 引 当 金

支 払 承 諾

負 債 の 部 合 計

（純　資　産　の　部）

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

評価・換算差額等合計

新 株 予 約 権

少 数 株 主 持 分

純 資 産 の 部 合 計

１８４，１３０

９２，９９２

１７，３４５

３５，３１４

４１，８１０

１，７８８，７８６

３，５０１，７８５

１，４６９

２７，８４４

２９，９４７

４１，９４５

１，３６７

３７，９５７

３３，５５２

△　６２，４０８

（資　産　の　部）

現 金 預 け 金

コールローン及び買入手形

買 入 金 銭 債 権

商 品 有 価 証 券

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

貸 出 金

外 国 為 替

リース債権及びリース投資資産

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

５，７７３，８４３負債及び純資産の部合計５，７７３，８４３資 産 の 部 合 計

中間連結貸借対照表（平成２１年９月３０日現在）
（単位：百万円）

株式会社�

仙台市青葉区中央三丁目３番２０号�

取締役頭取�鎌　田　　宏�

第 １２６ 期　中 間 決 算 公 告

平成２１年１２月２４日



金 額科 目

６３，０１７　経 常 収 益

４１，３３９　資 金 運 用 収 益
（　　３０，７４４）（う ち 貸 出 金 利 息）
（　　１０，３６７）（うち有価証券利息配当金）

８，３１９　役 務 取 引 等 収 益
１０，７１５　そ の 他 業 務 収 益
２，６４３　そ の 他 経 常 収 益

５５，９９６　経 常 費 用

４，９９５　資 金 調 達 費 用
（　　　３，９５９）（う ち 預 金 利 息）

２，６３５　役 務 取 引 等 費 用
１０，６２６　そ の 他 業 務 費 用
３１，３６２　営 業 経 費
６，３７６　そ の 他 経 常 費 用

７，０２１　経 常 利 益

４４　特 別 利 益

２９１　特 別 損 失

６，７７４　税金等調整前中間純利益

３，９９２　法人税、住民税及び事業税

△　　１，１３６　法 人 税 等 調 整 額

２，８５５　法 人 税 等 合 計

１６２　少 数 株 主 損 失

４，０８０　中 間 純 利 益

（単位：百万円）

中間連結損益計算書（　　　　　　　　　　）平成２１年４月１日から
平成２１年９月３０日まで



（１１）

連 結 注 記 表

　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

１．中間連結財務諸表の作成方針
　　連結の範囲に関する事項（１）
①　連結される子会社及び子法人等　　　７社
連結される子会社名
七十七ビジネスサービス株式会社
七十七スタッフサービス株式会社
七十七事務代行株式会社
連結される子法人等名
七十七リース株式会社
七十七信用保証株式会社
七十七コンピューターサービス株式会社
株式会社七十七カード

②　非連結の子会社及び子法人等
該当ありません。

　　持分法の適用に関する事項（２）
①　持分法適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等
該当ありません。

②　持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等
該当ありません。

　　連結される子会社及び子法人等の中間決算日等に関する事項（３）
連結される子会社及び子法人等の中間決算日は次のとおりであります。
９月末日　　　　７社

２．会計処理基準に関する事項
　　商品有価証券の評価基準及び評価方法（１）
　商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。
　　有価証券の評価基準及び評価方法（２）
　（　）イ　有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他
有価証券のうち時価のあるものについては中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は
移動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行
っております。
　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。
　（　）ロ　金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、運用目的の金銭の信託については
時価法、その他の金銭の信託については上記　（　）イのうちのその他有価証券と同じ方法により行っており
ます。

　　デリバティブ取引の評価基準及び評価方法（３）
　デリバティブ取引の評価は、原則として時価法により行っております。
　　減価償却の方法（４）
　（　）イ　有形固定資産（リース資産を除く）
　当行の有形固定資産は、定率法を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しており
ます。
　また、主な耐用年数は次のとおりであります。
建　　　物　　　５年～３１年
そ　の　他　　　４年～２０年

　連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、主として定率法により償却しておりま
す。
　（　）ロ　無形固定資産（リース資産を除く）
　無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、当
行並びに連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。



　（　）ハ　リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リース期間を
耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　　貸倒引当金の計上基準（５）
　当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
　破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者に係る債権及びそれと同等の状況に
ある債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額
を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る
可能性が大きいと認められる債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保
証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める
額を計上しております。上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸
倒実績率等に基づき計上しております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独
立した資産自己査定監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行って
おります。
　連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金については、自己査定結果に基づき、一般債権について
は過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回
収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引き当てております。
　　退職給付引当金の計上基準（６）
　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基
づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。
　なお、数理計算上の差異の費用処理方法は次のとおりであります。
数理計算上の差異　各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理
　　役員退職慰労引当金の計上基準（７）
　連結される子会社及び子法人等の役員退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金支給規定に基
づく期末要支給額のうち、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しており
ます。
（追加情報）
　当行は、平成２１年５月１５日開催の取締役会において、平成２１年６月２６日開催の定時株主総会終結の時
をもって役員退職慰労金制度を廃止することを決議し、同株主総会で退職慰労金の打ち切り支給案が承
認されました。これに伴い、「役員退職慰労引当金」を全額取崩し、打ち切り支給額８５２百万円について
は、各人の役員退任以降に支給する予定であることから、「その他負債」に計上しております。

　　睡眠預金払戻損失引当金の計上基準（８）
　負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発
生する損失を見積もり、必要と認める額を計上しております。
　　偶発損失引当金の計上基準（９）
　信用保証協会との責任共有制度にかかる将来の負担金の支払に備えるため、対象債権に対する代位弁
済の実績率を合理的に見積もり、必要と認める額を計上しております。
　　　外貨建資産・負債の換算基準（１０）
　外貨建資産・負債については、中間連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。
　　　リース取引の処理方法（１１）
（借手側）
　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成２０年４月１日前に開始す
る連結会計年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。
（貸手側）　
　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成２０年４月１日前に開始す
る連結会計年度に属するものについては、前連結会計年度末における固定資産の適正な帳簿価格をリ
ース投資資産の期首簿価として計上しております。

　　　重要なヘッジ会計の方法（１２）
　（　）イ　金利リスク・ヘッジ
　当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、原則として繰延ヘッジ



（１３）

によっております。ヘッジ取引は、個別ヘッジのほか、「銀行業における金融商品会計基準適用に関す
る会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２４号）に基づき処理して
おります。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象と
なる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の（残存）期間毎にグルーピング
のうえ特定し評価しております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対
象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をしております。
　このほか、ヘッジ会計の要件を充たしており、かつ想定元本、利息の受払条件及び契約期間が対象
資産とほぼ同一である金利スワップ等については、金利スワップの特例処理を行っております。
　（　）ロ　為替変動リスク・ヘッジ
　当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業にお
ける外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委
員会報告第２５号）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外
貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う為替スワップ取引をヘッジ手段とし、ヘ
ッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを
確認することによりヘッジの有効性を評価しております。

　　　消費税等の会計処理（１３）
　消費税及び地方消費税（以下、「消費税等」という。）の会計処理は、税抜方式によっております。た
だし、当行の有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当中間連結会計期間の費用に計上しております。

注記事項
（中間連結貸借対照表関係）
１．貸出金のうち、破綻先債権額は５，４６２百万円、延滞債権額は９４，７００百万円であります。
　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元
本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行
った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）
第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であ
ります。
　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図
ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。
２．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は１，３５８百万円であります。
　なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸
出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。
３．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は２５，４１０百万円であります。
　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息
の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、
延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。
４．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は１２６，９３１百万円で
あります。
　なお、上記１．から４．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
５．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会
計士協会業種別監査委員会報告第２４号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れ
た商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しております
が、その額面金額は１５，４７４百万円であります。

６．担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
有価証券　　　　　　　　　１２１，９５７　百万円
その他資産　　　　　　　　　　１４１　百万円
リース投資資産　　　　　　　　４８９　百万円

担保資産に対応する債務
預金　　　　　　　　　　　　３１，３９２　百万円
債券貸借取引受入担保金　　　１，７６０　百万円
借用金　　　　　　　　　　　　　３２３　百万円

　上記のほか、為替決済取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券１３８，５７４百万円を差
し入れております。
　また、その他資産のうち保証金は９７百万円であります。



７．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場
合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する
契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、１，４３１，４８１百万円であります。このうち原契約期
間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが　１，４１５，３７２百万円あります。
　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが
必ずしも当行並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものでは
ありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、
当行並びに連結される子会社及び子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をす
ることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等
の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握
し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。
８．有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　７５，９７６　百万円
９．借用金には、リース投資資産１２，７２０百万円を担保に提供する債権譲渡予約を行っている借入金１０，６００百
万円が含まれております。

１０．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する当行
の保証債務の額は１３，５４８百万円であります。

１１．１株当たりの純資産額　　　　　８６７　円　２０　銭
１２．銀行法施行規則第１７条の５第１項第３号ロに規定する連結自己資本比率（国内基準）１３．０４％

（中間連結損益計算書関係）
１．「その他経常費用」には、貸倒引当金繰入額４，７９９百万円、債権売却損７７４百万円及び株式等償却３９６百万
円を含んでおります。
２．１株当たり中間純利益金額　　　　　　　　　　１０　円　７５　銭
３．潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額　　　１０　円　７５　銭
４．当中間連結会計期間において、宮城県内の営業用店舗４か所及び遊休資産１か所並びに宮城県外の営業
用店舗２か所について減損損失を計上しております。
　減損損失の算定にあたり、原則として、当行の営業用店舗については継続的に収支の把握を行っている
個別営業店単位で、遊休又は処分予定資産については各資産単位で、グルーピングしております。また、
連結される子会社及び子法人等は各社をそれぞれ１つのグループとしております。減損損失を計上した資
産グループは、営業キャッシュ・フローの低下及び継続的な地価の下落等により、割引前将来キャッシュ
・フローの総額が帳簿価額に満たないことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額２５７百万
円（土地１７５百万円、建物５９百万円、その他の有形固定資産等２２百万円）を減損損失として特別損失に計上
しております。
　なお、回収可能価額は、正味売却価額と使用価値のいずれか高い方としており、正味売却価額による場
合は不動産鑑定評価基準等に基づき、使用価値による場合は将来キャッシュ・フローを　３．６％で割り引い
て、それぞれ算定しております。

（有価証券関係）
　中間連結貸借対照表の、「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中のその他買入金銭債権が含まれております。
１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成２１年９月３０日現在）

（注）時価は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づいております。

中間連結貸借対照表計上額
（百万円）

地方債

合計

国債

２，４９９

１０，１１８

７，６１９

２，５３４

１０，２５０

７，７１６

時　価
（百万円）

３４

１３１

差　額
（百万円）

９６



（１５）

（百万円）
取得原価

その他

合計

　社債

　地方債

　国債

債券

株式

（百万円）
評価差額
（百万円）

中間連結貸借対照表計上額

６５，０９２

１，４１４，７２８

７８１，４０５

１０５，２９１

５２８，０３１

２４３，５０５

１，７２３，３２７

９６，２６３

１，４４４，２８５

７９８，７５１

１０７，４０５

５３８，１２８

２２１，０８９

１，７６１，６３８

３１，１７０

２９，５５６

１７，３４５

２，１１４

１０，０９６

△　２２，４１６

３８，３１１

破綻先、実質破綻先、破綻懸念先

要注意先

正常先

時価が取得原価に比べて５０％以上下落または、時価が取得
原価に比べて３０％以上５０％未満下落したもので、過去１か
月間の時価の平均が取得原価に比べて５０％（一定以上の信
用リスクを有すると認められるものは３０％）以上下落

時価が取得原価に比べて３０％以上下落

時価が取得原価に比べて下落

２．その他有価証券で時価のあるもの（平成２１年９月３０日現在）

（注）１．中間連結貸借対照表計上額は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価によ
り計上したものであります。

（追加情報）
　その他有価証券のうち変動利付国債は、「金融資産の時価の算定に関する実務上の取扱い」（企
業会計基準委員会実務対応報告第２５号平成２０年１０月２８日）を踏まえ、市場価格を時価とみなせな
いと当行が判断する基準により、当中間連結会計期間末においては合理的な見積りに基づき算定
された価額により評価しております。
　これにより、市場価格に基づく価額により評価した場合に比べ、有価証券は１８，９９０百万円、そ
の他有価証券評価差額金は１１，２８０百万円それぞれ増加し、繰延税金資産は７，７０９百万円減少してお
ります。
　変動利付国債の合理的な見積りに基づき算定された価額は、国債の利回り及び金利スワップシ
ョンのボラティリティ等から見積った将来キャッシュ・フローを、同利回りに基づく割引率を用
いて割り引くことにより算定しており、国債の利回り及び金利スワップションのボラティリティ
が主な価格決定変数であります。
２．その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落
しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価
をもって中間連結貸借対照表価額とするとともに、評価差額を当中間連結会計期間の損失として
処理（以下、「減損処理」という。）しております。
　当中間連結会計期間における減損処理額は３６８百万円（うち、株式３６８百万円）であります。
　また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、資産の自己査定基準において、有
価証券の発行会社等の区分毎に次のとおり定めております。

　なお、要注意先とは今後管理に注意を要する債務者、正常先とは破綻先、実質破綻先、破綻懸
念先及び要注意先以外の債務者であります。



　公募債以外の内国非上場債券

　貸付債権信託受益権

　投資事業組合出資金

　非上場株式
その他有価証券

満期保有目的の債券

内　　容

８４３

金　　額（百万円）

３，２４９
１３，５４８
２３１

２２，４７８

取得原価
（百万円）

２１，４４３

（百万円）

△１，０３４

評価差額
（百万円）

その他の金銭の信託

中間連結貸借対照表計上額

破綻先、実質破綻先、破綻懸念先

要注意先

正常先

時価が取得原価に比べて５０％以上下落または、時価が取得
原価に比べて３０％以上５０％未満下落したもので、過去１か
月間の時価の平均が取得原価に比べて５０％（一定以上の信
用リスクを有すると認められるものは３０％）以上下落

時価が取得原価に比べて３０％以上下落

時価が取得原価に比べて下落

（追加情報）
　その他有価証券のうち時価のあるものについて、従来は、時価が５０％以上下落した銘柄につい
てはすべて、それ以外で、時価が３０％以上下落した銘柄については、過去の一定期間の下落率を
勘案し、価格回復の可能性の認められないものについて減損処理を行っておりましたが、当中間
連結会計期間より、発行会社等の信用リスクを加味した、より合理的な総合判断に基づいて減損
処理を行うため、上記基準に変更しております。
　これにより、従来の方法に比べ、減損処理額は７０２百万円（うち、株式２５９百万円、その他４４３百
万円）減少しております。

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額（平成２１年９月３０日現在）

（金銭の信託関係）
その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成２１年９月３０日現在）

（注）１．中間連結貸借対照表計上額は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価によ
り計上したものであります。
２．その他の金銭の信託の信託財産を構成している有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証
券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると
認められないものについては、当該時価をもって中間連結貸借対照表価額とするとともに、評価
差額を当中間連結会計期間の損失として減損処理しております。
当中間連結会計期間における減損処理額は８０百万円であります。
　また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、資産の自己査定基準において、有
価証券の発行会社等の区分毎に次のとおり定めております。

　なお、要注意先とは今後管理に注意を要する債務者、正常先とは破綻先、実質破綻先、破綻懸
念先及び要注意先以外の債務者であります。

（追加情報）
　その他の金銭の信託の信託財産を構成している有価証券で時価のあるものについて、従来は、
時価が５０％以上下落した銘柄についてはすべて、それ以外で、時価が３０％以上下落した銘柄につ
いては、過去の一定期間の下落率を勘案し、価格回復の可能性の認められないものについて減損
処理を行っておりましたが、当中間連結会計期間より、発行会社等の信用リスクを加味した、よ
り合理的な総合判断に基づいて減損処理を行うため、上記基準に変更しております。
　これにより、従来の方法に比べ、減損処理額は６０２百万円減少しております。



（１７）

付与対象者の区分及び人数

株式の種類別のストック・オプションの付与数（注１）

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

権利行使価格（注２）

付与日における公正な評価単価（注２）

平成２１年８月４日～平成４６年８月３日

１円

５２３円

平成２１年ストック・オプション

当行の取締役１６名

当行普通株式　２８１，８００株

平成２１年８月３日

権利確定条件は定めていない

対象勤務期間は定めていない

（ストック・オプション等関係）
１．ストック・オプションにかかる当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名

営業経費　３６百万円
２．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

（注）１．株式数に換算して記載しております。
２．１株当たりに換算して記載しております。
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